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はしがき

個人タクシー法令試験対策 精選正誤問題集（2020年11月版）

　◆◆◆◆◆◆◆◆◆　はしがき　◆◆◆◆◆◆◆◆◆

　個人タクシー法令試験は、短文の正誤を判断する○×方式の問題（以下「正誤問題」といいます。）と、
条文の空欄に当てはまる字句を語群から選択する方式の問題（以下「語群選択問題」といいます。）の二つ
のパターンで出題されています。いずれも過去に出題された問題が繰り返して出題されるのが特徴です。つ
まり、過去問の徹底マスターこそが合格への王道です。

　そこで、本問題集では、平成17年3月試験から令和2年11月試験までの関東運輸局・東京特別区武三交通
圏で出題された正誤問題の主要な問題を中心に掲載しました。
　出題年月と第何問かを明記するため、出題番号として、問題文の末尾に[H2911-01]のように記載しまし
た。これは平成29年11月試験第1問という意味です。[CA-0001]などの通し番号が記載してある問題は、関
東運輸局以外で出題された問題か、平成17年よりも古い時期に出題された問題です。さらに、学習の便宜
を図るため、出題の根拠となる条文や通達等についても<道運7①>などのように出題番号の後に明示しまし
た。
　過去問の中には法改正によって現行法では当てはまらない出題もあります。このような問題文について
は、現行法に対応するように修正しました。修正した問題文についてはその末尾に[改]と記載してありま
す。修正できないのものについては、問題文の冒頭に［改正前］と明記した上で、参考としてグレーの文字
で掲載しました。

　本問題集はこのように主要な過去問を網羅してありますから、繰り返してマスターすれば、十分に合格レ
ベルの力を付けることができます。その上、学習をしやすくするために問題の配列を工夫し、個タク法令教
科書の順序に整理して掲載してありますので、個タク法令教科書の読み込みと並行して問題を解くことがで
きます。

　この問題集で学ばれた皆さんが無事に許可・認可処分を受けて個人タクシーを開業できるようお祈りして
います。

2019.11.11（2020.11.29修正）　aimoto
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凡例

◆◆◆◆◆◆◆◆◆　凡　例　◆◆◆◆◆◆◆◆◆

1　法令及び通達等の略語一覧

　本書では法令や通達等について、以下の略語を使用しています。

　　道運　　　　　道路運送法
　　道運施令　　　道路運送法施行令
　　道運施規　　　道路運送法施行規則
　　処理方針　　　一般乗用旅客自動車運送事業の運賃料金の認可の処理方針について
　　運賃制度　　　一般乗用旅客自動車運送事業の運賃及び料金に関する制度について
　　標準約款　　　一般乗用旅客自動車運送事業標準運送約款
　　事故報規　　　自動車事故報告規則
　　期限更新　　　一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシー）の許可期限の更新

等の取扱いについて
　　事業報規　　　旅客自動車運送事業等報告規則
　　運規　　　　　旅客自動車運送事業運輸規則
　　賠償基準　　　旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運行により生じた旅客その他の者の

生命、身体又は財産の損害を賠償するために講じておくべき措置の基準を定
める告示

　　地図規格　　　旅客自動車運送事業運輸規則第29条の規定に基づく地図の規格及び指定事
項について

　　タク特　　　　タクシー業務適正化特別措置法
　　タク特施規　　タクシー業務適正化特別措置法施行規則
　　車両　　　　　道路運送車両法
　　保安基準　　　道路運送車両の保安基準
　　点検基準　　　自動車点検基準
　　表示　　　　　東京都内に配置するハイヤー・タクシー車両の表示等に関する取扱について
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凡例

2　条文番号の略記方法

　本書では次のルールによって条文番号を略記しています。

　　　条：　算用数字　（１２３）　　
　　　項：　ローマ数字（ⅠⅡⅢ）　　
　　　号：　丸数字　　（①②③）

３　略記の例

　　　例1）　道路運送法第五条第一項第三号　 ➡ 　道運5Ⅰ③
　　　例2）　道路運送車両法第四十七条の二第一項　 ➡ 　車両47の2Ⅰ

４　本試験に記されている注意事項

　本試験では次のような注意事項が記されています。これは、本書の問題を解く際も同様です。

　（注意事項）１ 本試験問題については、特段の指示がない限り、令和２年年１２月１日現在
で施行されている法令に基づくものとする。

　　　　　　　２ 本試験問題中「個人タクシー事業」とあるのは、「一般乗用旅客自動車運送
事業（１人１車制個人タクシー）」とする。

　　　　　　　３ 本試験問題中「個人タクシー事業者」（又は「事業者」）とあるのは、「一
般乗用旅客自動車運送事業者（１人１車制個人タクシー）」とする。

　　　　　　　４ 本試験問題中「タクシー」とあるのは、タクシー業務適正化特別措置法の問
題を除き、「一般乗用旅客自動車運送事業用自動車」とする。
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個人タクシー法令試験対策 精選正誤問題集（2020年11月版）

第1章　道路運送法1条～9条の３、運賃料金認可処理方針

次の文章で正しいものには○印を、誤っているものには×印を解答欄に記入しなさい。

◆◆◆　道路運送法の目的

（　　）001　道路運送法の目的には、利用者の需要の多様化及び高度化に的確に対応したサー
ビスの円滑かつ確実な提供を促進することが含まれています。[R0211B-18]<道運1>

（　　）002　道路運送法の目的には、輸送の安全を確保し、道路運送事業者の利益を保護する
ことが定められています。[H2605-14]<道運1>

（　　）006　道路運送法の目的には、公共の福祉を増進することが含まれています。[H3007-
15]<道運1>

◆◆◆　旅客自動車運送業の意義・種類

（　　）007　道路運送法で「自動車運送事業」とは、旅客自動車運送事業及び貨物自動車運送
事業をいいます。[H2411-30]<道運2Ⅱ>

（　　）012　道路運送法で「旅客自動車運送事業」とは、他人の需要に応じ、有償で、自動車
を使用して貨物を運送する事業をいいます。[CA-0001]<道運2Ⅲ>

（　　）014　他人の需要に応じ、無償で、自動車を使用して旅客を運送する行為は、道路運送
法に規定する旅客自動車運送事業に該当しません。[R0211B-09]<道運2Ⅲ>

（　　）018　道路運送法では、一般乗合旅客自動車運送事業と一般乗用旅客自動車運送事業の
2種類の事業が一般旅客自動車運送事業であって、それら以外の事業は特定旅客自
動車運送事業であるとされています。[H3103-07]<道運3>

（　　）021　道路運送法の一般旅客自動車運送事業には、いわゆる路線バス事業や観光バス事
業やタクシー事業があります。[CA-0003]<道運3①>

（　　）026　道路運送法の規定により、国土交通省令で定める乗車定員以上の自動車で一般乗
用旅客自動車運送事業を経営することはできません。[R0203-11]<道運3①ハ>

（　　）027　道路運送法では、一個の契約により乗車定員11人以下の自動車を貸し切って旅客
を運送する事業を一般乗用旅客自動車運送事業と規定しています。[H1707-09]<道
運3①ハ、道運施規3の2>

（　　）029　個人タクシー事業は、道路運送法の「一般乗合旅客自動車運送事業」に該当しま
す。[CA-0006]<道運3①ハ>
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第1章 道路運送法1条～9条の3

（　　）033　個人タクシー事業を経営するためには、道路運送法に規定されている一般乗用旅
客自動車運送事業の許可を受けなければなりません。[CA-0010]<道運4>

（　　）036　　個人タクシー事業者がいわゆるタクシー無線を設置しようとするときは、道路
運送法に規定する手続きが必要です。[CA-0034]<道運4・11Ⅰ、道運施規12③>

◆◆◆　旅客自動車運送業の許可申請（事業計画の定め）

（　　）037　個人タクシー事業の許可を新たに受けようとする者は、営業所所在地を管轄する
地方運輸局長に対して、道路運送法に規定する一般乗用旅客自動車運送事業の許可
申請を行わなくてはなりません。[H2007-01]<道運5>

（　　）038　道路運送法に規定されている一般乗用旅客自動車運送事業の経営許可申請書の事
業計画には、自動車車庫の位置及び収容能力等について記載することになっていま
すが、営業区域については記載する必要はありません。[H2505-19]<道運5Ⅰ③、道
運施規4Ⅷ①>

（　　）040　主たる事務所及び営業所の名称及び位置は、道路運送法に規定されている一般乗
用旅客自動車運送事業の事業計画の一部に含まれています。[CA-0013]<道運
5Ⅰ③、道運施規4Ⅷ②>

（　　）043　道路運送法に規定されている一般乗用旅客自動車運送事業の事業計画には、事業
用自動車の長さ、幅、高さについて記載することになっています。[CA-0018]<道運
5Ⅰ③、道運施規4Ⅷ>

（　　）046　一般乗用旅客自動車運送事業の事業計画には、少なくとも運賃及び料金の収受に
ついて、明確に定めなければなりません。[R0203-08]<道運5Ⅰ③、道運施規4Ⅷ>

（　　）049　タクシーをいわゆる「禁煙タクシー」とする場合、その旨を事業計画に定め、道
路運送法の規定に基づく認可を受ける必要があります。[H2911-30]<道運5Ⅰ③、道
運施規4Ⅷ>

（　　）050　一般乗用旅客自動車運送事業の事業計画には、過労の防止について、明確に定め
なければなりません。[R0206-16]<道運5Ⅰ③、道運施規4Ⅷ>

（　　）051　一般乗用旅客自動車運送事業の事業計画には、事故の場合の処置について、明確
に定めなければなりません。[H2811-01]<道運5Ⅰ③、道運施規4Ⅷ>
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個人タクシー法令試験対策 精選正誤問題集（2020年11月版）

◆◆◆　旅客自動車運送業の許可申請（営業区域）

（　　）053　一般乗用旅客自動車運送事業の営業区域は、輸送の安全、旅客の利便等を勘案し
て、事業者が定める区域を単位としています。[R0203-17]<道運5Ⅰ③、道運施規5>

◆◆◆　旅客自動車運送業の許可申請（添付書類等）

（　　）055　個人タクシー事業者の新規許可又は譲渡譲受認可若しくは相続認可に当たり、資
金計画において、保険料は自動車損害賠償保障法に定める自賠責保険料（保険期間
12ヶ月以上）並びに対人8,000万円以上及び対物200万円以上の任意保険又は共済
に係る保険料の年額が必要である。[CA-0019]<道運5Ⅱ、道運施規6Ⅰ②、賠償基
準>

（　　）057　道路運送法第4条の規定により一般乗用旅客自動車運送事業の許可を受けようと
する者が、その事業用自動車を当該許可を受けようとする者に限って運転しようと
する場合には、事業用自動車の乗務員の休憩、仮眠又は睡眠のための施設の概要を
記載した書面の添付を省略することができます。[CA-0020]<道運5Ⅱ、道運施規
6Ⅳ>

◆◆◆　旅客自動車運送業の許可申請（欠格事由）

（　　）061　1年以上の懲役又は禁錮の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受ける
ことがなくなった日から5年を経過していない者であっても、個人タクシー事業の許
可を受けることができます。[R0207-12]<道運7①>

◆◆◆　運賃料金の認可・届出

（　　）067　道路運送法には、個人タクシー事業者は、旅客の運賃及び料金（旅客の利益に及
ぼす影響が比較的小さいものとして国土交通省令で定める料金を除く。）を定めた
ときは、遅滞なく、届け出なければならないことが規定されています。[R0206-
12]<道運9の3Ⅰ>

（　　）069　道路運送法に規定する運賃及び料金の変更認可申請を、個人タクシー事業者は行
うことができません。[H1803-33]<道運9の3Ⅰ>

（　　）070　タクシーの運賃料金メーター器が故障したため新しいメーター器に変更する場
合、運賃及び料金の変更認可の手続きが必要になります。[R0207-20]<道運9の3Ⅰ>

（　　）073　個人タクシー事業の許可を受けた者が、運賃及び料金の設定の認可申請をしよう
とする場合、当該認可申請書には設定を必要とする理由を記載しなければなりませ
ん。[H2505-09]<道運9の3Ⅰ、道運施規10の3Ⅰ④>
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第1章 道路運送法1条～9条の3

（　　）075　個人タクシー事業者が認可を受けている運賃及び料金を変更しようとする場合の
認可申請書には変更の理由を記載する必要はありません。[R0207-32]<道運9の
3Ⅰ、道運施規10の3Ⅰ④>

（　　）076　事業者は、旅客の運賃その他運輸に関する料金の認可申請をしようとする場合に
は、運賃及び料金の収受並びに事業者の責任に関する事項を申請書に記載しなけれ
ばなりません。[H2403-06]<道運9の3Ⅰ、道運施規10の3Ⅰ>

（　　）077　個人タクシー事業の許可を受けた者が、地方運輸局長が原価計算書その他運賃及
び料金の算出の基礎を記載した書類の添付の必要がないと認め公示したものに該当
する運賃及び料金を適用する場合は、認可申請の手続きは必要ありません。[CA-
0107]<道運9の3Ⅰ、道運施規10の3Ⅲ>

（　　）079　地方運輸局長（沖縄総合事務局長を含む。）が公示した自動認可運賃に該当する
運賃の申請については、原価計算書等の添付を省略することができます。[R0207-
22]<道運9の3Ⅰ、道運施規10の3Ⅲ>

（　　）080　一般乗用旅客自動車運送事業の運賃及び料金のうち、旅客の利益に及ぼす影響が
比較的小さいものとして国土交通省令で定める料金は、時間指定配車料金に限られ
ています。[H2903-11]<道運9の3Ⅰ、道運施規10の4Ⅰ>

（　　）082　一般乗用旅客自動車運送事業者の運賃及び料金の認可基準には、他の一般旅客自
動車運送事業者との間に、不当な競争を引き起こすこととなるおそれがないもので
あることなどがあります。[CA-0025]<道運9の3Ⅱ③>

（　　）083　一般乗用旅客自動車運送事業者は、旅客の運賃及び料金のうち、旅客の利益に及
ぼす影響が比較的小さいものとして国土交通省令で定める料金について設定又は変
更した場合は、遅滞なく届け出なければなりません。[R0211A-18]<道運9の3Ⅲ>

◆◆◆　運賃料金認可処理方針

（　　）284　運賃改定とは、現在認可を受けている運賃よりも高い運賃を設定することをい
う。[CA-0102]<処理方針1>

（　　）285　運賃改定とは、地方運輸局長（沖縄総合事務局長を含む。）が定める運賃適用地
域において普通車の最も高額の運賃よりも高い運賃を設定することをいう。[CA-
0103]<処理方針1>
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個人タクシー法令試験対策 精選正誤問題集（2020年11月版）

（　　）286　運賃改定の申請は、運賃適用地域ごとに、原則として最初の申請があったときか
ら3ヶ月の期間の間に受け付ける。そして、当該運賃適用地域における法人事業者
全体車両数に占める申請があった法人事業者の車両数の合計の割合（申請率）が7
割以上となった場合に、運賃改定手続を開始する。[改][CA-0104]<処理方針2>

（　　）287　道路運送法の規定により、タクシー事業者が運賃改定に係る申請を行いました。
この場合当該事業用自動車の車内にその旨を掲示する必要はありません。[CA-
0026]<道運9の3、処理方針>

（　　）288　運賃改定時に行う原価計算に使用する運賃原価は、一般乗用旅客自動車運送事業
の営業費（人件費、燃料油脂費、車両修繕費、車両償却費、その他運送費及び一般
管理費）及び営業外費用を合計した額である。[CA-0105]<処理方針3>

（　　）290　初乗運賃額が自動認可運賃を下回っている運賃の申請は、地方運輸局長が、申請
ごとに個別に判断するが、初乗運賃と加算運賃の比率は原則として当該運賃適用地
域における上限運賃の初乗運賃と加算運賃の比率と同等のものとする。[CA-0108]
<処理方針4>
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